
成率　（％） 94 － 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
主に市民の自発的な防犯活動の支援であり、業務フローに改善の余地はない。 地域における不審者事案等の増加が顕著であり、防犯対

策の実施のためには、地域の見守り体制が重要であり、
市民・事業者等の協力が必要である。
特殊詐欺事案についても、年間1億円を超える被害が発
生し、増加の一途をたどっている。引き続き啓発につと
める必要がある。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
継続して事業を実施している。
令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の給付金が交付された際、特殊詐欺が増
加したたため、緊急対策特別交付金（都）を活用して自動通話録音機の貸与台数を
増加した。このため、事業費が増加し効率性が「２」となった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060201 防犯対策推進事務
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 防災防犯課　防災防犯担当 所管課長名 小泉　勝巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市安全・安心まちづくり条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、地域団体（自治会、防犯ボランティア等）、事業所等
対象

事業内容 防犯用資器材の貸与、防犯啓発物品の配布、職員向けの青色パトロール講習会の実施

・

活動手段

目的 安全で安心して生活できるまちづくりの推進

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 防犯ボランティア団体数 単位 団体

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

102 97 97

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 市内は防犯上安全であると感じている市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 70 75 75

実績値 66 未把握 71

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,737 3,671 4,694

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 616

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,737 3,671 4,078

人件費（理論値）②　（千円） 3,323 4,438 4,527

トータルコスト①＋②　（千円） 7,060 8,109 9,221

単位当たりコスト　（円） 69,216 83,598 95,062

目標達



コスト　（円） 198,667 213,333 210,000

目標達成率　（％） 94 － 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
条例に規定された業務であり、業務フローに改善の余地はない。 安心・安全なまちづくりの取り組みを進めるためには、

協議会の構成各機関が継続して取り組む必要があり、今
後も協議会の取り組みを継続していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により防犯講演会の開催を中止し
たため、事業費及び人件費が減少した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060202 東久留米市安全・安心まちづくり推進協議会事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 防災防犯課　防災防犯担当 所管課長名 小泉　勝巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市安全・安心まちづくり条例

東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、団体、事業所
対象

事業内容 協議会の開催により、地域のさまざまな主体による防犯情報、安全安心のまちづくりの取り組みの情報交換

・ 協議会主催による防犯講演会等の実施。

活動手段

目的 安全で安心して生活できるまちづくりの推進と市民の自発的な地域安全活動を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 協議会等の開催日数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3 3 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 市内は防犯上安全であると感じている市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 70 75 75

実績値 66 未把握 71

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 153 173 39

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 153 173 39

人件費（理論値）②　（千円） 443 467 381

トータルコスト①＋②　（千円） 596 640 420

単位当たり



務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
防犯協会の活動は市の業務を補完する役割を持っており、活動を支援することは重 防犯協会が実施している、特殊詐欺の該当啓発活動は、
要である。支援の方法として補助金の交付という業務フローとなっており、改善の 市民、行政、警察が一体となって推進する必要があり、
余地はない。 防犯協会は三者のパイプ役として重要な役割を担ってい

る。
本事業は、公共の秩序を維持し住民の安全及び安心を保
持するためのものであり、今後も継続していく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
補助額に変化はなく、事務手続きにも変化がないので、効率性に変化はない。
防犯協会により、市内における街頭キャンペーンや講演会、防犯少年野球大会など
の地域防犯活動を行っているが、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響
により実施できなかったため、人件費が減少した。代わりに市内公共施設へ防犯対
策にかかるのぼり旗の設置などを実施した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060203 防犯協会支援事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 防災防犯課　防災防犯担当 所管課長名 小泉　勝巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市防犯協会補助金交付要綱

東久留米市安全・安心まちづくり条例

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市防犯協会
対象

事業内容 東久留米市防犯協会に補助金を交付する。

・

活動手段

目的 安全で安心して生活できるまちづくりの推進と市民の自発的な地域防犯活動を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金の交付回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 市内は防犯上安全であると感じている市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 70 75 75

実績値 66 未把握 71

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 700 700 700

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 700 700 700

人件費（理論値）②　（千円） 3,323 3,504 2,383

トータルコスト①＋②　（千円） 4,023 4,204 3,083

単位当たりコスト　（円） 4,023,000 4,204,000 3,083,000

目標達成率　（％） 94 － 95

評価

業



8 1,635

人件費（理論値）②　（千円） 1,117 1,178 725

トータルコスト①＋②　（千円） 2,919 2,976 2,360

単位当たりコスト　（円） 973,000 992,000 2,360,000

目標達成率　（％） 112 105 －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
更生保護のイベント等は、関係団体からの人員等の応援により、効率的に実施して 「社会を明るくする運動市民のつどい・音楽祭」は更生
いるため、業務フローに改善する余地はない。北多摩地区保護観察協会負担金支払 保護の理解を深めるイベントとして多くの市民にＰＲで
いについては業務フローの改善及び制度改正の余地はない。 きたイベントであったが、令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、イベントを実施しなかった。
令和３年度も同様に実施予定なしである。
令和２年度は東久留米市“社会を明るくする運動”推進
委員会の活動も無かったため、補助金の交付はしていな
い。

効率性 １ 達成度 ３ 今後、コロナの状況によ
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継続
事務事業名 060204 更生福祉協力員支援事業

継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 福祉総務課　福祉政策係 所管課長名 佐藤　貴泰

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 保護司法、(市)東久留米市更生福祉協力員設置要綱、(市)東久留米市社会を明るくする運動補助金交付要綱、東

京都北多摩地区保護観察協会規約

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

■ その他 (報酬、負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民および北多摩地区保護観察協会
対象

事業内容 保護司会の開催。社会を明るくする運動（通常は7月に駅頭宣伝及び市民のつどい・音楽祭を行い、10月の市民

・ 文化祭でポスター、書道の展示を行う）の実施。

活動手段

目的 市民が犯罪の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深める契機となる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 イベント開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3 3 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 社会を明るくする運動「市民のつどい・音楽祭」参加人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 未実施予定

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 800 800 -

実績値 895 839 未実施

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,802 1,798 1,635

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,802 1,79



値）②　（千円） 1,363 1,137 1,274

トータルコスト①＋②　（千円） 1,638 1,237 1,504

単位当たりコスト　（円） 204,750 206,167 300,800

目標達成率　（％） 90 87 84

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
協力家庭登録後のフォローや各中学校地区の実施委員会の運営方法等、業務フロー 事業周知のため、引き続き学校を通じて、本事業のチラ
は確立されており、改善の余地はない。 シを配布し、在籍児童に事業周知を行う。

効率性 １ 達成度 ２

説明
新型コロナウイルス感染症により、実施委員会等会議の開催回数が減少した。一方
で、看板設置による事業周知を行ったため、トータルコストが増加し、効率性が低
下した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060205 かけこみハウス事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 各中学校地区「かけこみハウス」設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

地域社会
対象

事業内容 「かけこみハウス」の普及・啓発を地域と協働で推進する。

・ ①中学校地区毎に設置された実施委員会の運営事務　②かけこみハウスステッカーの発行。啓発用看板の作成

活動手段 ③かけこみハウス実施委員会会長連絡会の実施

目的 児童・生徒が痴漢や不審者等により危険を感じ、避難した時に一時的に保護し、家庭及び学校等に連絡をする「

・ かけこみハウス」協力家庭を推進する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施委員会等会議回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

8 6 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 かけこみハウス協力家庭数（事業所等含む） 単位 件

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 2,100 2,100 2,100

実績値 1,894 1,821 1,761

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 275 100 230

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 275 100 230

人件費（理論



千円） 5,530 3,140 3,202

トータルコスト①＋②　（千円） 12,180 9,290 8,571

単位当たりコスト　（円） 369,091 299,677 285,700

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成30年度に補助金事務取扱要綱の見直しを行い、ＬＥＤへの修繕費用も補助対象 団体への電気料金の補助金による財政負担の軽減とＣＯ
とする制度の改正を行った。補助金交付団体（以下、団体）は、本制度の活用によ ２排出量の削減による低炭素社会の実現に向け、団体が
り防犯灯等のLED化を進めてきている。 管理する防犯灯等のＬＥＤ化を引き続き推進していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
交付団体及びLEDに交換する修繕費用は減少したが、団体の防犯灯等のLED化への修
繕は継続しているため、当面は事業費は横ばい傾向が続く可能性がある。
令和２年度は、LED交換、修繕費用の減額したことと、人件費については大幅な変
動は生じていないため、単位当た

　

りのコストは減少して

令

いる。

和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060206 防犯灯等維持管理支援事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 管理課　道路・河川施設担当 所管課長名 吉川　雅継

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 防犯灯等整備対策要綱（S36.3.31閣議決定）

東久留米市防犯灯等の維持管理費補助金事務取扱要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

自治会・商店会等が管理している防犯灯・装飾灯
対象

事業内容 自治会・商店会等が管理している防犯灯・装飾灯の維持管理費に対する補助金を交付する。

・

活動手段

目的 本事業は、防犯灯・装飾灯の維持管理費に対し補助金を交付することにより、夜間の通行の安全及び犯罪抑止の

・ 向上を図ることを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金を交付した自治会等の数 単位 団体

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

33 31 30

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 交付した結果、適正に維持管理できた割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,650 6,150 5,369

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,650 6,150 5,369

人件費（理論値）②　（



円） 78,709 92,697 87,570

単位当たりコスト　（円） 996,316 2,155,744 1,824,375

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成28年度に令和8年度までの長期継続契約に基づきエスコ事業を導入し、業務フ 平成24年度より、電気料金の一括前払い制度を活用し、
ローを構築したところであるため、現時点で改善・改正の余地はない。 その抑制に努めるとともに、平成28年度より電気料の低

減とＣＯ２削減による低炭素社会を目指すため、エスコ
事業を導入した。
今後も事業費は、電気量単価の変動状況により増減の変
動が起こる可能性もあるが、引き続き、エスコ事業を推
進し、環境負荷の軽減及び財政負担の軽減に努めていく
。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
活動指標である修繕件数は、年度により増減するが、令和２年度は微増となった。
事業費は防犯灯の新設のほか、修繕等に要する費用もあり、これらの件数によって
増減するが、令和2年度事業費は

　

減少した。
一方、人件

令

費は、大幅な変動は生

和

じていないため、結果

3

として単位当たりコス

年

トは
減少した。

度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060207 街灯維持管理事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 管理課　道路・河川施設担当 所管課長名 吉川　雅継

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 防犯灯等整備対策要綱（S36.3.31）

東久留米市安全・安心まちづくり条例、東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市・道路管理者が管理する街灯
対象

事業内容 街灯の維持管理（新設・修繕、電気料の支払い等）。

・

活動手段

目的 本事業は、街灯を適正に維持管理することにより、夜間の通行の安全及び犯罪抑止の向上を図り、安全・安心な

・ 交通環境の向上を図ることを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 街灯の新設・修繕件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

79 43 48

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 街灯の維持管理に起因する賠償件数 単位 件

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 75,306 87,315 82,081

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 75,306 87,315 82,081

人件費（理論値）②　（千円） 3,403 5,382 5,489

トータルコスト①＋②　（千


